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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当第２四半期連結累計期間において、当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第51期

第２四半期 
連結累計期間 

第52期
第２四半期 
連結累計期間 

第51期

会計期間 

自平成23年
４月１日 

至平成23年 
９月30日 

自平成24年
４月１日 

至平成24年 
９月30日 

自平成23年
４月１日 

至平成24年 
３月31日 

売上高（千円）  10,014,062  10,773,894  21,086,951

経常利益（千円）  267,072  256,648  522,474

四半期（当期）純利益（千円）  101,454  95,493  129,154

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 102,752  95,174  132,265

純資産額（千円）  8,297,808  8,246,221  8,239,210

総資産額（千円）  18,646,357  19,130,781  19,568,491

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 11.52  10.84  14.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  44.5  43.1  42.1

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △561,453  293,577  18,255

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △228,677  △172,308  △460,523

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 678,046  △105,656  353,017

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 607,337  645,784  630,171

回次 
第51期

第２四半期 
連結会計期間 

第52期
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 

自平成23年
７月１日 

至平成23年 
９月30日 

自平成24年
７月１日 

至平成24年 
９月30日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 8.42  10.84

２【事業の内容】
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 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

     当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、復興関連需要等に支えられ、期間前半は、企業収益や雇用環

境に一部改善の動きがみられました。しかしながら、欧州債務問題、中国ほか新興国の景気減速を背景とした海外

経済の下振れや、円高の長期化等、景気回復の動きに足踏みがみられ先行き不透明感の強い状況で推移いたしまし

た。 

 当社グループの属する建設関連業界におきましては、新設住宅着工戸数等に緩やかに持ち直しの動きが見られる

ものの復興関連需要を含め、需要の本格回復には至らず低調で推移いたしました。 

 このような状況の中、当社グループにおきましては、更なる地域シェアの拡大を図ってまいりました。具体的に

は、全国展開している営業ネットワーク網を活用、多様化した競争での需要獲得、的確な情報の収集等を強化し、

顧客への提案営業を中心とした、物件受注の競争力を高めた営業活動の差別化を図ってまいりました。 

 また、経営戦略の柱に据えている出店戦略につきましても、近年出店した営業所を強化し更なる地域シェア獲得

に尽力してまいりました。 

 子会社の㈱木村電気工業につきましては、震災及び地デジ化終焉による反動等による需要の激減から前年の業績

ダメージを回復できず、厳しく推移いたしました。 

 この様な厳しい状況の中、技術革新による新規市場における需要の獲得、メーカーとのタイアップ交渉、製造部

門の効率化による業績の回復及び向上に注力し、当会計期間後半には、若干回復の兆しが見えてまいりました。 

 この結果、商品分類別売上高は、照明器具類 千円（前年同四半期比 ％）、電線類 千円

（前年同四半期比 ％）、配・分電盤類 千円（前年同四半期比 ％）、家電品類 千円（前

年同四半期比 ％）、その他の品目 千円（前年同四半期比 ％）を計上し、売上高は 千

円（前年同四半期比 ％）となりました。同利益面におきましては、営業利益 千円（前年同四半期比

％）、経常利益 千円（前年同四半期比 ％）、四半期純利益 千円（前年同四半期比 ％）

となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

千円増加し、 千円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、仕入債務の減少等があったものの、税金等調整前四半期純利益、売上債権の減

少及びたな卸資産の減少等により 千円（前年同期に使用した資金は 千円）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、新設営業所建物取得等により 千円（前年同期に使用した資金は

千円）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、配当金の支払い等により 千円（前年同期に得られた資金は 千

円）となりました。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

2,592,297 117.9 3,714,993

108.5 2,602,450 97.7 914,806

108.2 949,346 107.8 10,773,894

107.6 264,807

95.9 256,648 96.1 95,493 94.1

15,612 645,784

293,577 561,453

172,308 228,677

105,656 678,046
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(4）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

(5）主要な設備 

 当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度末において計画中であった福岡市博多区の販売設備は、平

成24年４月に完了し、福岡営業所は福岡市東区から移転いたしました。 

 また、当社は本社建替えの意思決定をし、その本社の建物及び構築物等につき将来の使用見込みがなく廃棄する

こととなったため、特別損失「本社移転費用」に 千円を含めて計上しております。 41,774
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  35,328,000

計  35,328,000

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成24年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  8,832,000  8,832,000
東京証券取引所 

市場第一部 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は100

株でありま

す。 

計  8,832,000  8,832,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成24年７月１日～

平成24年９月30日 
 －  8,832,000  －  1,073,200  －  951,153
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①【発行済株式】 

  

（６）【大株主の状況】

  平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

河合 日出雄 東京都大田区  2,651  30.02

河合 きよ子 東京都大田区  264  3.00

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海1-8-11  184  2.09

竹田 和平 愛知県名古屋市天白区  170  1.92

森田  健 東京都世田谷区  165  1.87

田中商事従業員持株会 東京都品川区南大井3-2-2  150  1.71

河合 宏美 東京都大田区  114  1.30

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2-11-3  104  1.19

三菱電機住環境システムズ株式

会社 
東京都台東区東上野4-8-1  77  0.87

鶴木 美佐夫 静岡県島田市  66  0.75

計 －  3,949  44.72

（７）【議決権の状況】

  平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   23,600 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  8,802,200  88,022 － 

単元未満株式 普通株式     6,200 － － 

発行済株式総数  8,832,000 － － 

総株主の議決権 －  88,022 － 
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②【自己株式等】 

  

 該当事項はありません。 

  平成24年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

田中商事株式会社 
東京都品川区南大

井3-2-2 
 23,600  －  23,600  0.27

計 －  23,600  －  23,600  0.27

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平

成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 630,171 645,784

受取手形及び売掛金 ※3  6,651,694 ※3  6,394,801

商品及び製品 1,613,457 1,501,528

仕掛品 5,393 7,783

原材料及び貯蔵品 65,644 51,188

繰延税金資産 59,911 58,415

その他 105,538 91,098

貸倒引当金 △4,592 △4,391

流動資産合計 9,127,219 8,746,210

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,657,565 2,632,223

土地 6,804,423 6,807,231

その他（純額） 239,154 168,228

有形固定資産合計 9,701,144 9,607,683

無形固定資産   

借地権 183,254 183,254

その他 13,871 13,531

無形固定資産合計 197,125 196,786

投資その他の資産   

繰延税金資産 341,579 365,195

その他 ※2  334,524 ※2  346,628

貸倒引当金 △133,102 △131,723

投資その他の資産合計 543,002 580,100

固定資産合計 10,441,272 10,384,571

資産合計 19,568,491 19,130,781

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  3,407,321 ※3  3,083,583

短期借入金 6,280,000 6,280,000

未払法人税等 233,601 126,160

賞与引当金 85,373 84,795

その他 408,420 375,407

流動負債合計 10,414,716 9,949,946

2012/11/12 14:18:0112863988_第２四半期報告書_20121112141742

- 8 -



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

固定負債   

退職給付引当金 799,286 864,603

役員退職慰労引当金 45,300 12,740

その他 69,978 57,269

固定負債合計 914,565 934,613

負債合計 11,329,281 10,884,560

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,073,200 1,073,200

資本剰余金 951,153 951,153

利益剰余金 6,215,517 6,222,925

自己株式 △13,546 △13,623

株主資本合計 8,226,325 8,233,655

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12,885 12,565

その他の包括利益累計額合計 12,885 12,565

純資産合計 8,239,210 8,246,221

負債純資産合計 19,568,491 19,130,781

2012/11/12 14:18:0112863988_第２四半期報告書_20121112141742

- 9 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

売上高 10,014,062 10,773,894

売上原価 8,226,287 8,959,794

売上総利益 1,787,774 1,814,100

販売費及び一般管理費 ※1  1,511,515 ※1  1,549,293

営業利益 276,259 264,807

営業外収益   

受取利息 61 19

その他 5,188 6,051

営業外収益合計 5,250 6,071

営業外費用   

支払利息 14,435 14,225

その他 2 4

営業外費用合計 14,437 14,229

経常利益 267,072 256,648

特別利益   

固定資産売却益 2,083 1,293

投資有価証券売却益 － 7,840

特別利益合計 2,083 9,133

特別損失   

固定資産売却損 205 82

固定資産除却損 306 18,128

災害による損失 453 1,070

役員退職功労加算金 64,380 －

本社移転費用 － ※2  53,744

特別損失合計 65,345 73,026

税金等調整前四半期純利益 203,810 192,756

法人税、住民税及び事業税 28,026 119,206

法人税等調整額 74,330 △21,943

法人税等合計 102,356 97,263

少数株主損益調整前四半期純利益 101,454 95,493

四半期純利益 101,454 95,493
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 101,454 95,493

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,298 △319

その他の包括利益合計 1,298 △319

四半期包括利益 102,752 95,174

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 102,752 95,174

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 203,810 192,756

減価償却費 115,644 115,257

本社移転費用 － 53,744

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13,273 △1,580

賞与引当金の増減額（△は減少） △366 △577

退職給付引当金の増減額（△は減少） 61,931 65,316

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △218,384 △32,560

受取利息及び受取配当金 △550 △489

支払利息 14,435 14,225

投資有価証券売却損益（△は益） － △7,840

固定資産除売却損益（△は益） △1,567 16,917

売上債権の増減額（△は増加） 245,730 257,479

たな卸資産の増減額（△は増加） △301,441 123,995

差入保証金の増減額（△は増加） 151 2,463

その他の資産の増減額（△は増加） 11,455 8,757

仕入債務の増減額（△は減少） △477,578 △317,835

その他の負債の増減額（△は減少） 38,013 15,499

未払消費税等の増減額（△は減少） △46,913 22,580

小計 △342,355 528,112

利息及び配当金の受取額 550 489

利息の支払額 △14,397 △14,256

法人税等の支払額 △205,251 △220,767

営業活動によるキャッシュ・フロー △561,453 293,577

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の売却による収入 － 14,840

有形及び無形固定資産の取得による支出 △231,975 △156,304

有形及び無形固定資産の売却による収入 3,145 1,807

固定資産の除却による支出 － △9,300

貸付けによる支出 － △2,652

貸付金の回収による収入 450 718

その他の支出 △1,197 △24,877

その他の収入 899 3,459

投資活動によるキャッシュ・フロー △228,677 △172,308

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 870,000 －

リース債務の返済による支出 △16,415 △17,498

自己株式の取得による支出 △22 △77

配当金の支払額 △175,516 △88,080

財務活動によるキャッシュ・フロー 678,046 △105,656

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △112,084 15,612

現金及び現金同等物の期首残高 719,422 630,171

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  607,337 ※1  645,784
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（減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これによる損益への影響は、軽微であります。 

 １．受取手形裏書譲渡高 

  

※２ 投資その他の資産の「その他」には、次の非連結子会社株式が含まれております。 

  

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

※２ 本社移転費用 

 本社社屋建替えに伴う費用であり、内訳は次のとおりであります。 

  

【会計方針の変更】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日） 

受取手形裏書譲渡高 千円 788 千円 529

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日） 

非連結子会社株式 千円 89,178 千円 89,178

  
前連結会計年度

（平成24年３月31日） 
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日） 

受取手形 千円 183,553 千円 131,384

支払手形  73,481  60,652

（四半期連結損益計算書関係）

  
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日） 

給料 千円 708,300 千円 766,153

賞与引当金繰入額  83,114  81,421

退職給付費用  97,827  96,922

役員退職慰労引当金繰入額  5,216  △7,860

  
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日） 

減損損失 千円 － 千円 41,774

サーバー等移設費用  －  11,970

2012/11/12 14:18:0112863988_第２四半期報告書_20121112141742

- 13 -



 ３ 減損損失 

当第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日) 

 当第２四半期連結累計期間において、当社企業グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し

ております。 

 当社企業グループは、事業所単位で資産のグルーピングを行っております。 

 当社は本社建替えの意思決定をし、その本社の建物及び構築物等につき将来の使用見込みがなく廃棄する

こととなったため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減損損失は特別損失「本社移転費用」に含め

て表示しております。その内訳は、建物及び構築物41,630千円、工具、器具及び備品144千円であります。

なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、ゼロとして評価しております。 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの 

   

場所 用途 種類 金額 

東京都品川区 遊休資産 建物及び構築物・工具、器具及び備品 千円 41,774

合計 千円 41,774

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年９月30日） 

現金及び預金勘定 千円 607,337 千円 645,784

預入期間が３カ月を超える定期預金等  －  －

現金及び現金同等物  607,337  645,784

（株主資本等関係）

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  176,172  20  平成23年３月31日  平成23年６月24日 利益剰余金 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年11月８日 
取締役会 

普通株式  88,085  10  平成23年９月30日  平成23年12月９日 利益剰余金 
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日） 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの 

   

前第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日  至平成23年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成24年４月１日  至平成24年９月30日） 

 当社グループは、電設資材卸売業以外のセグメントの重要性が乏しく、財務諸表利用者の判断を誤らせる可

能性が乏しいと考えられますので、記載は省略しております。 

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 該当事項はありません。 

  平成24年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）配当金の総額………………………………………88,083千円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月７日 

（注）  平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  
  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  88,085  10  平成24年３月31日  平成24年６月27日 利益剰余金 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年11月６日 
取締役会 

普通株式  88,083  10  平成24年９月30日  平成24年12月７日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 11 52 円 銭 10 84

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（千円）  101,454  95,493

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円）  101,454  95,493

普通株式の期中平均株式数（千株）  8,808  8,808

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている田中商事株式会

社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、田中商事株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成24年11月６日

田中商事株式会社 

取締役会 御中 

東 陽 監 査 法 人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 佐山 正則 印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小林 弥  印 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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